
２０１７．６．３０ 福島復興再生基本方針改訂（閣議決定）

●福島復興再生基本方針（抄）
第２部 避難指示・解除区域の復興及び再生
第２ 避難解除等区域の復興及び再生の推進のために政府が着実に実施すべき施策に関する基本的な事項
２（３）オ 中間貯蔵施設の整備等
・・・・中間貯蔵施設に貯蔵する除去土壌等については、中間貯蔵開始後 30年以内の福島県外での最終処分
に向けた減容・再生利用等に関する技術開発等を、国民の理解の下、推進するとともに、再生利用先の創出等
に関し、関係省庁等が連携して取組を進める。

２０１１．１１．１１ 特措法基本方針の閣議決定

● 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放
射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法 基本方針（抜粋）

５．除去土壌の収集、運搬、保管及び処分に関する基本的事項
・・・・また、仮置場等の確保等の観点から、除去土壌について、技術の進展を踏まえつつ、保管又は処分の際
に可能な限り減容化を図るとともに、減容化の結果分離されたもの等汚染の程度が低い除去土壌について、
安全性を確保しつつ、再生利用等を検討する必要がある。

２０１５．２．２５ 中間貯蔵施設の周辺地域の安全確保等に関する協定書（福島県、大
熊町、双葉町、環境省）締結

●中間貯蔵施設の周辺地域の安全確保等に関する協定書（抄）
（最終処分を完了するために必要な措置等）
第14 条
４ 丙（環境省）は、福島県民その他の国民の理解の下に、除去土壌等の再生利用の推進に努めるものとするが、
再生利用先の確保が困難な場合は福島県外で最終処分を行うものとする。

除去土壌の再生利用に係るこれまでの経緯


